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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第9期

第１四半期
連結累計(会計)期間

第10期
第１四半期
累計(会計)期間

第９期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 343,214 293,7441,687,574

経常利益又は経常損失（△）（千円） △65,097 △25,493 104,873

四半期（当期）純損失（△）（千円） △36,864 △9,990 △52,969

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 810,285 814,285 810,285

発行済株式総数（株） 59,152 59,552 59,152

純資産額（千円） 2,250,7732,194,7292,204,673

総資産額（千円） 2,486,5872,842,0282,329,806

１株当たり純資産額（円） 38,564.6138,319.6238,339.62

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）（円） △632.01 △175.23 △916.52

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

１株当たり配当額（円） － － 100.00

自己資本比率（％） 90.1 77.2 94.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
309,618 279,620 65,692

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,629 △1,531 △158,899

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△13,522 △2,831 △31,860

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 1,633,1351,489,8591,214,601

従業員数（人） 146 140 138

　（注）１．第9期第1四半期連結累計（会計）期間については、当社は連結四半期財務諸表を作成しておりますので、上記

主要な経営指標の各数値は連結会社に係る数値を記載しております。

        ２．第9期については、当社は連結財務諸表を作成しておりますので、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資

活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高の

各数値は連結会社に係る数値を記載し、その他の数値については提出会社に係る数値を記載しております。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの、1株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 　

　 

３【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年６月30日現在

従業員数（人） 140 　

（注）従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）を表示しております。　
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

  （1）生産実績

　当第１四半期会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門等の名称
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）
　

コンサルティング事業（千円） 214,298 －　

ソフトウェア事業（千円） 61,970 －

合計（千円） 276,268 －

 （注）1.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

2.当第１四半期会計期間より四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期比は記載しておりません。　

　　

　（2）受注状況

　当第１四半期会計期間の受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門等の名称
受注高
（千円）

　
前年同四半期比
（％）
　

受注残高
（千円）

　
前年同四半期比
（％）
　

コンサルティング事業 327,244 － 194,433 －

ソフトウェア事業 85,820 － 219,623 －

合計 413,065 － 414,056 －

 （注）1.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

       2.受注高及び受注残高は、作業指示書又は発注書入手済の案件を記載しております。

3.当第１四半期会計期間より四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期比は記載しておりません。

　（3）販売実績

　当第１四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門等の名称
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）
　

コンサルティング事業（千円） 265,114 －

ソフトウェア事業（千円） 28,630 －

合計（千円） 293,744 －

 （注）1.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

2.当第１四半期会計期間より四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期比は記載しておりません。

3.当第１四半期会計期間における主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり

ます。

相手先

当第1四半期会計期間
（自　平成21年4月１日
至　平成21年6月30日）

金額（千円） 割合（％）

全日空システム企画㈱ 44,200 15.0

エヌ・ティ・ティ・ソフトウェア㈱ 39,500 13.4

独立行政法人　産業技術総合研究所 35,021 11.9

4．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　　　当第1四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は事業等のリスクの重要な変更はありません。

　

　

３【経営上の重要な契約等】

当第1四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（1）経営成績に関する分析　

当第1四半期会計期間において国内経済は、6月の景気動向先行指数が過去最大の上昇率（2.9ポイント高）を見せる

など景気の底打ち期待が高まったものの、一方で企業倒産件数や失業率の悪化には歯止めがかかっておらず、全体感

として行き過ぎた景気悪化のゆりもどしの域を脱しきれない先行き不透明な状態が継続しています。当社の属する情

報サービス業界でも、前述の景況感を反映して顧客企業のIT投資の減速・低迷は続いております。顧客企業のCIO（最

高情報責任者）や情報システム部門等のIT関連部門の業務内容も人員削減・外部委託の減少を背景として社内業務

調整とコスト削減に比重を置く傾向にあり、このような背景に基づくコンサルティング需要の比重が高まりつつあり

ます。

このような経営環境の下で、当第1四半期会計期間の当社の経営成績は下記のとおりとなりました。

 

売上高 293,744千円

営業損失 26,451千円

経常損失 25,493千円

四半期純損失 9,990千円

 

　特筆すべき事項を事業の部門別に記載すると下記のとおりです。

①コンサルティング事業については、前事業年度の第4四半期を底に顧客企業の需要が緩やかな回復傾向にあり、

特に公共系、情報通信企業からの堅調なリピートオーダーに加え航空・商社等の顧客からの新規発注が加わった

ことから、当該事業の当第1四半期会計期間の売上高は265,114千円となりました。

 

②ソフトウェア事業については、主力製品である流通BMS（ビジネスメッセージ標準）市場向けのUMLaut/J-XML

（ウムラウト/ジェイエックスエムエル）関連事業が、ライセンス保守収益の順調な積み上げに加え、前事業年度

で受注したソリューション案件が順調に進んだことから、当該事業の当第1四半期会計期間の売上高は28,630千

円となりました。
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　 （2）財政状態に関する分析　

　　①資産、負債及び純資産の状況

総資産は、主に余資運用のための有価証券取得により前事業年度末比512,221千円増加の2,842,028千円となりまし

た。また、負債（流動負債）についても主に有価証券取得に伴う未払金の増加により、前事業年度末比522,164千円増

加の647,298千円となりました。純資産は、主に四半期純損失（9,990千円）の計上により前事業年度末比9,943千円減

少の2,194,729千円となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況　

当第1四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末比275,258千円増加の1,489,859千円となりま

した。

 

　　当第1四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローについては、税引前四半期純損失の計上（17,845千円）はあったものの、前事業

年度末の売掛金の回収等により、279,620千円の純収入となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローについては、主に無形固定資産等の購入により1,531千円の純支出となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローについては、主に自己株式取得のための支出により、2,831千円の純支出となりま

した。

 

　 （3）研究開発活動　

当第1四半期会計期間において、当社は主に下記の2つの研究開発活動に着手しました。

① UMLaut/J-XML DirectWeb（ウムラウト/ジェイエックスエムエル　ダイレクトウェブ）の開発

② 株式会社ジャストシステムとのドキュメントインテリジェンス分野での共同研究開発

　UMLaut/J-XML DirectWebについては、主にソフトウェア事業を担っているソリューション事業部が推進しており担

当しているスタッフは7名であります。ドキュメントインテリジェンス分野での共同研究開発については、主にコンサ

ルティング事業を担っているコンサルティング第1事業部が推進しており担当しているスタッフは2名であります。ま

た、当第1四半期会計期間において当社が研究開発活動のために支出した研究開発費の総額は、9,406千円であります。

　

当第1四半期会計期間での主な活動の内容を示すと次のとおりです。

１．UMLaut/J-XML DirectWeb（ウムラウト/ジェイエックスエムエル　ダイレクトウェブ）の開発

「UMLaut/J-XML DirectWeb」は、流通業界のEDIプロトコル（※1）として広く普及し始めている流通ビジネスメッ

セージ標準（※2）において、その内部で扱われている受発注から支払請求までの一連の業務に付随したデータを、企

業内や取引先企業間でインターネットを用いて利用することを可能としたソフトウェアです。

　本製品を利用することで、インターネットを利用した流通BMSの取引を実現することが可能となるため、これまで以

上に多くの企業や部門でサプライチェーンマネジメントの構築を短期間かつ低コストで実現することが可能となり

ます。

　また、流通ビジネスプロセスモデル（※3）に即した業務遷移をインターネット上のメニューとして提供すること

で、専門的な知識なしで流通BMSのデータを扱える操作性を提供します。

　さらに、現在の取引状況をトレースする機能や取引データをCSVファイルとしてのダウンロードできる機能など、基

幹システムの有無に関わらず取引先との流通BMSを利用したEDIを実現するための機能を提供します。　

　既存の流通BMS対応製品であるUMLaut/J-XMLと連携して動作する機能の検討を平成20年10月から始め、平成21年4月

から製品化対応の研究開発作業を開始いたしました。

UMLaut/J-XML DirectWebはUMLaut/J-XMLと連携して動作する製品であり、今後UMLaut/J-XMLのバージョンアップに合

わせて、さらなる機能拡張や標準化への対応を行っていく予定です。

　

なお、UMLaut/J-XMLは、大きく次の機能を有します。

①企業間メッセージ交換機能

　　　UMLaut/J-XMLを導入している企業間で、標準XMLメッセージ及び任意のファイルを交換する機能。

②ビジネスプロセス制御機能

　流通ビジネスプロセスモデルに対応した情報交換を実現する機能。最先端のSOA技術(※4)を採用して、数千にも及ぶ

企業間業務フローパターンに効率的に対応することで、小売業、卸売業、メーカー、物流業など流通業に関わる多くの

企業で、このパターンに従った取引データ交換を実現できます。
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③ 既存業務システム連携機能

　企業内の発注システムや物流システム等の既存業務システムと連携し、送受信データの受け渡しをする機能。

　

UMLaut/J-XMLの導入メリット

①次世代XML-EDIを実現

　UMLaut/J-XMLは、経済産業省によって策定が進められている、標準XMLメッセージに対応し、そのメッセージを使った

流通プロセスモデルに従った企業間の電子商取引環境を実現します。企業間で標準の共通メッセージフォーマットを

使ったメッセージ交換を行うことにより、これまで取引先ごとにメッセージフォーマットがばらばらであったために

必要だった、業務システム側での個別対応が不要となります。UMLaut/J-XML間の通信には、インターネットを利用しま

す。従来のJCA手順（※5）による専用線を利用した通信と比べ、高速かつ低コストの通信インフラを構築することが

できます。

　流通プロセスモデルには、極めて複雑で多様な日本の流通業の業務フローのすべてを網羅したパターンが含まれて

います。「UMLaut/J-XML」では、SOA技術を採用して、これらすべてのパターンに効率的に対応することで、小売業、卸

売業、メーカー、3PL（※6）など流通業に関わる多くの企業で、このプロセスモデルに対応した取引データ交換を実現

します。

②容易な基幹システム連携

　UMLaut/J-XMLの導入で、これまで必要だった各取引相手に対応するための追加開発が不要になります。多種多様な業

務フローに対応するために行なわなければならないことは、既存の業務システムの入出力データを「UMLaut/J-XML」

が提供しているインタフェースに合わせることだけになります。このために必要な連携アダプタ(業務アダプタ)を開

発するためのツール群を提供しているので、現在の業務システムはそのままに、次世代の流通XML-EDIを実現する環境

を素早く実現できます。

③多様な提供形態

　大企業から中小企業まで、企業取引の規模や企業内のシステム状況にあわせた導入形態を用意しています。ebXMLを

用いたサーバ間通信の形態以外に、クライアント・サーバ型の通信形態での利用にも対応できます。また、ASPサービ

スやVANサービスを提供するシステム環境にUMLaut/J-XMLを組み込んで、企業間の情報交換のバリエーションを増や

すことも可能になります。これにより、業界全体で新しい流通EDI環境を実現することを容易にします。

④先進機能の提供

　受発注から物流、決済に至るまでの複数企業間の多様な業務フローを網羅しています。あらかじめ定義された複数種

類の業務フローから、受発注や物流、決済の単位ごとに取引先との業務フローを選択し、それをつなぎ合わせて、一貫

した業務フローを実現できます。企業間業務フローの定義は取引先や取扱商品ごとに構成ファイル内で管理され、業

務フローが変わった場合でも、構成ファイルの設定変更で対応できます。

　さらに、受発注から決済までの企業間業務フローに従った一連のメッセージ交換の際に、伝票の明細単位にトレース

情報を取得しています。このトレース情報を後から確認することにより、欠品や分納、未納といった業務例外発生の確

認や、これまで人手による伝票確認が必要であった決済段階での支払と請求の不一致の際の原因調査を容易に行うこ

とができます。今後の進展が予想される取引企業間でのリアルタイムな情報共有やICタグを用いたトレーサビリティ

などを可能し、流通業界各社の長年の夢であった伝票レスを実現するための基盤を提供します。

＜用語説明＞

※1 EDI（Electronic Data Interchange）プロトコル

　通信回線を利用して異なるシステム間でデータ交換する際の通信規約のことです。

※2 流通ビジネスメッセージ標準（流通BMS：Business Message Standard）

　流通業のビジネスモデルを踏まえて作成された受発注を行うEDIの規約で、XMLとインターネットを利用したプロト

コルで定義されています。

※3 流通ビジネスプロセスモデル

　流通ビジネスプロセスモデルとは、日本の流通業界において取引企業との間で電子的にやり取りされる、発注等の各

種情報の流れと、各企業内の情報の取扱い方を整理しパターンに分類したもので、受発注や物流、決済等のブロックに

分けて考えられています。企業間のデータの流れは、これらのパターンの組み合わせで定義することができます。

※4 SOA技術

　SOA（サービス指向アーキテクチャ）とは、ビジネスプロセスの構成単位をソフトウェア部品や機能として実現し、

それらを相互に連携させることで、企業内や企業間にまたがる大規模なシステムを柔軟に構築しようとするシステム

アーキテクチャのことです。

※5 JCA手順

　JCA手順とは、現在流通業界に広く普及しているデファクト標準の通信制御手順のことです。昭和55年に日本チェー

ンストア協会(JCA)にて定められました。原則として固定長の受発注データ交換の仕組みで、公衆回線での利用を前提

としています。

※6 3PL（サード・パーティ・ロジスティクス）

　3PLとは、企業の流通機能全般を一括して請け負うアウトソーシングサービスのことです。自身は物流業務を手がけ

ない企業が、顧客の配送・在庫管理などの業務を、プランニングやシステム構築などを含め長期間一括して請け負い、
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外部の物流業者などを使って業務を遂行するものです。物流業者に業務を委託するのとは違い、3PLは「荷主の物流部

門」として振舞うため、複数の物流業者から最も荷主の利益にかなう業者を選択したり、荷主側の要望を物流業者と

交渉したりといったことが可能となります。

　

２．株式会社ジャストシステムとのドキュメント・インテリジェンス分野での共同研究開発

　ドキュメント・インテリジェンスとは、当社と株式会社ジャストシステムが共同研究開発した、オフィス文書を情報

資産として有効活用するための新しい情報処理手法です。

　企業内のコンピュータ活用が進むにしたがって、企業内に蓄積されるデータ、とりわけ文書ファイルは膨大な量に

なっています。その反面、ビジネス文書として作成された情報は、非定型データ（決まった構造を持たないデータ形

式）であるため、既存の情報活用ツールや手法では限界があり、文書内に蓄積されている情報の活用を妨げていまし

た。ドキュメント・インテリジェンスは、文書ファイルが持つ意味や分類を自動的にデータベース化し、ドキュメント

に内包された情報の再利用や見える化、分析を実現することができます。企業はドキュメント・インテリジェンスを

導入することで、ドキュメントに蓄積された情報の分析や業務のモニタリング、情報アクセスの省力化を可能にしま

す。　

当第1四半期会計期間での主な研究開発活動の内容は、次のとおりです。

　プロトタイプ・アプリケーションの開発

株式会社ジャストシステムのエンタープライズサーチ・ソフトウェア（※1）「ConceptBase Enterprise Search 

®（※2）」を用いて、ドキュメント・インテリジェンスの情報処理手法を実現するためのプロトタイプ・アプリ

ケーションを開発し、実用性や運用性を検証しています。検証結果をもとに、更なる改善を図るなど、ソリューション

としての完成度の向上を図っています。

ドキュメント・インテリジェンスに関する研究開発活動における、株式会社ジャストシステムとの役割分担は次の

とおりです。

①株式会社ジャストシステムの日本語処理技術およびアプリケーションの提供

　株式会社ジャストシステムは、国内トップレベルの日本語解析技術を有します。これらの技術的な知見をもとに開発

された「ConceptBase Enterprise Search」や 「ATOK」（※3）などのソフトウェアを、ドキュメント・インテリ

ジェンスを実装する際の基盤技術として提供します。

② 当社の業務モデリングおよびシステム構築サービスの提供

当社は、非定型情報を含めたモデリングや分析手法の知見を有します。これらのコンサルティングノウハウを活用

し、ドキュメント・インテリジェンスの導入コンサルティングサービスとシステム構築サービスを提供します。

　

＜用語説明＞

※1 エンタープライズサーチ・ソフトウェア

エンタープライズサーチとは、企業内のWebサイトやファイルサーバに蓄積された文書ファイルを横断的・統合的に

検索するためのシステムです。

※2 ConceptBase Enterprise Search

「ConceptBase Enterprise Search」は、全面刷新したコアエンジンを搭載し、全社規模での運用に適したスケーラビ

リティと大幅な高速化をはかり、テラバイト級の大規模運用に対応したエンタープライズ・サーチ・プラットフォー

ムです。高度な日本語解析と文書内容解析により文書構造に着目した検索インデックスを作成し、キーワード、文書の

構造、文書内容の類似性など、多彩な検索機能でビジネスシーンや目的に合わせた高精度な検索結果を提供します。

※3 ATOK

ATOKとは、株式会社ジャストシステムが開発・販売する日本語入力プログラム（IME）です。最新の統計的言語処理手

法が取り入れられており、高い文字変換の精度には定評があります。
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　 （4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第1四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法

施行規則第118条第3号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

当社は、事業ドメインである「戦略的IT投資領域」への高付加価値サービスを通じて顧客満足度を向上させることに

より安定的に事業成長することを基本的な経営方針としています。したがって、当社の事業遂行には、「戦略的IT投資

領域」に精通した者が取締役や業務執行者に就任し、事業の方針を決定し、業務執行体制を構築することが必要であ

り、これによってはじめて当社の事業価値の維持・向上が図られるものと認識しております。以上が、会社の支配に関

する基本方針であります。

　現時点において、当社株式の大規模な買付行為に関する具体的な対応方針は特に定めておりませんが、上記の方針に

照らして必要であると判断した場合には、社内外の専門家を含めて検討したうえで適切に対応策を講じます。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、前事業年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 232,000

計 232,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年8月14日）(注)2

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 59,552 59,552ジャスダック証券取引所 (注)1

計 59,552 59,552 － －

（注）1．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式です。なお当社は単元株制度は採用しておりませ　

　 ん。　　　　　　　　　

2．「提出日現在発行数」欄には、平成21年8月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権等の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（平成14年6月26日定時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
(平成21年6月30日)

新株予約権の数（個） 180 (注)1

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 720 (注)1

新株予約権の行使時の払込金額（円） 150,000

新株予約権の行使期間
自平成16年６月27日

至平成24年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　37,500

資本組入額　18,750

新株予約権の行使の条件 (注)2

新株予約権の譲渡に関する事項
全部又は一部につき、第三者に対して譲渡、質入及び一

切の処分はできない。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の一定の条件に該当し取締役会決議にて

消却した新株予約権の数及び権利行使した新株予約権の数を減じております。

２．主な新株予約権の行使条件について

(a) 各新株予約権を表象する新株予約権証券については、当該新株予約権の付与対象者（以下、「対象者」と

いう。）が新株予約権証券の発行を請求しない限り、当社はこれを発行しないものとする。なお、対象者の

請求に基づき当社が新株予約権証券を発行した場合であっても、新株予約権を権利行使するまでの間、対

象者はこれを継続的に保有するとともに、当社に預託する。

(b）対象者が死亡した場合には、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、下記(c)記載の「新株予約権

割当契約」に定める条件による。

(c）上記のほか細目等については、平成14年6月26日開催の定時株主総会決議及び平成14年７月24日開催の取

締役会決議並びに平成15年１月23日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で平成14年７月25

日及び平成15年１月24日に締結した「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

EDINET提出書類

ウルシステムズ株式会社(E05521)

四半期報告書

12/40



（平成15年6月25日定時株主総会決議及び平成15年12月24日臨時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
(平成21年6月30日)

新株予約権の数（個） 67(注)1

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 268(注)1

新株予約権の行使時の払込金額（円） 80,000

新株予約権の行使期間
自平成17年６月26日

至平成25年６月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　20,000

資本組入額　10,000

新株予約権の行使の条件 (注)2

新株予約権の譲渡に関する事項
全部又は一部につき、第三者に対して譲渡、質入及び一

切の処分はできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の一定の条件に該当し取締役会決議にて

消却した新株予約権の数及び権利行使した新株予約権の数を減じております。

２．主な新株予約権の行使条件について

(a）各新株予約権を表象する新株予約権証券については、当該新株予約権の付与対象者（以下、「対象者」と

いう。）が新株予約権証券の発行を請求しない限り、当社はこれを発行しないものとする。なお、対象者の

請求に基づき当社が新株予約権証券を発行した場合であっても、新株予約権を権利行使するまでの間、対

象者はこれを継続的に保有するとともに、当社に預託する。

(b）対象者が死亡した場合には、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、下記(c)記載の「新株予約権

割当契約」に定める条件による。

(c）上記のほか細目等については、平成15年6月25日開催の定時株主総会決議、平成15年12月24日開催の臨時株

主総会決議及び平成16年2月16日開催の取締役会決議並びに平成16年3月30日開催の取締役会決議に基づ

き、当社と対象者との間で平成16年2月17日及び平成16年3月31日に締結した「新株予約権割当契約」に定

めるところによる。
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（平成16年6月24日定時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
(平成21年６月30日)

新株予約権の数（個） 100 (注)1

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）
 

－

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 400(注)1

新株予約権の行使時の払込金額（円） 150,000

新株予約権の行使期間
自平成18年６月25日

至平成26年６月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　37,500

資本組入額　18,750

新株予約権の行使の条件 (注)2

新株予約権の譲渡に関する事項
全部又は一部につき、第三者に対して譲渡、質入及び一

切の処分はできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
 

－

　（注）１．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の一定の条件に該当し、取締役会決議にて

消却した新株予約権の数及び権利行使した新株予約権の数を減じております。

２．主な新株予約権の行使条件について

(a）各新株予約権を表象する新株予約権証券については、当該新株予約権の付与対象者（以下、「対象者」と

いう。）が新株予約権証券の発行を請求しない限り、当社はこれを発行しないものとする。なお、対象者の

請求に基づき当社が新株予約権証券を発行した場合であっても、新株予約権を権利行使するまでの間、対

象者はこれを継続的に保有するとともに、当社に預託する。

(b）対象者が死亡した場合には、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、下記(c)記載の「新株予約権

割当契約」に定める条件による。

(c）上記のほか細目等については、平成16年6月24日開催の定時株主総会決議及び平成16年10月20日開催の取

締役会決議並びに平成17年5月25日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で平成16年10月21

日及び平成17年5月26日に締結した「新株予約権割当契約」に定めるところによる。
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（平成17年6月14日定時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
(平成21年6月30日)

新株予約権の数（個） 325 (注)1

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,300 (注)1

新株予約権の行使時の払込金額（円） 150,000

新株予約権の行使期間
自平成19年６月15日

至平成27年６月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　37,500

資本組入額　18,750

新株予約権の行使の条件 (注)2

新株予約権の譲渡に関する事項
全部又は一部につき、第三者に対して譲渡、質入及び一

切の処分はできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の一定の条件に該当し、取締役会決議にて

消却した新株予約権の数及び権利行使した新株予約権の数を減じております。

２．主な新株予約権の行使条件について

(a）各新株予約権を表象する新株予約権証券については、当該新株予約権の付与対象者（以下、「対象者」と

いう。）が新株予約権証券の発行を請求しない限り、当社はこれを発行しないものとする。なお、対象者の

請求に基づき当社が新株予約権証券を発行した場合であっても、新株予約権を権利行使するまでの間、対

象者はこれを継続的に保有するとともに、当社に預託する。

(b）対象者が死亡した場合には、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、下記(c)記載の「新株予約権

割当契約」に定める条件による。

(c）上記のほか細目等については、平成17年6月14日開催の定時株主総会決議及び平成17年12月21日開催の取

締役会決議に基づき、当社と対象者との間で平成17年12月22日に締結した「新株予約権割当契約」に定め

るところによる。
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②旧新株引受権付社債の状況

商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成13年法律第129号）第19条第３

項の規定により新株予約権証券とみなされる新株引受権証券が存在しております。当該新株引受権の行使による

株式の発行価額の総額（以下、「発行価額の総額」という。）、新株引受権の行使により発行する株式の発行価格

（以下、「行使価格」という。）及び資本組入額は以下のとおりであります。

銘　柄
（発行日）

第１四半期会計期間末現在
（平成21年6月30日）

発行価額の総額(千円) 行使価格（円） 資本組入額（円）

第一回分離型無担保新株引受権付社

債

(平成13年１月30日)

5,000 50,000 25,000

　（注）１．発行価額の総額は、平成13年１月15日開催の臨時株主総会及び平成13年１月22日開催の取締役会において決

議した発行価額の総額から、退職等の一定の条件に該当し消却した新株引受権の数及び権利行使した新株引

受権の数を減じております。

２．主な新株引受権の行使条件については下記の(a)から(c)のとおりであり、その他の条件については平成13年

１月15日開催の臨時株主総会決議及び平成13年１月22日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象者との間

で平成13年1月31日に締結した「新株引受権付与契約」に定められております。

(a) 新株引受権の全部又は一部につき、第三者に対して譲渡、質入れ及び一切の処分は認めない。

(b) 対象者として新株引受権を付与された者は、新株引受権を権利行使するまでの間、継続的に保有するとと

もに、当社に預託しなければならない。

(c) 対象者として新株引受権を付与された者が、未行使の新株引受権を有したまま権利行使期間中に死亡した

場合には、当社と付与対象者との間で締結される新株引受権付与契約の定める範囲において、相続人は新

株引受権を相続し、行使できるものとする。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

 

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

 

平成21年4月1日～

平成21年6月30日（注）1

 

400 59,552 4,000 814,285 4,0001,104,471

　（注）１．新株予約権の行使に伴う株式の発行による増加であります。

        ２．平成21年6月25日開催の定時株主総会において300,000千円の資本準備金の取崩しを行う決議をしておりま

す。この結果、平成21年7月30日付けで当社の資本準備金は300,000千円減少し804,471千円となっておりま

す。　

 

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第1四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

　当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載すること

ができないことから、直前の基準日（平成21年3月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成21年6月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 －　 － 　－

議決権制限株式（自己株式等） －　 － 　－

議決権制限株式（その他） －　 －　 　－

完全議決権株式（自己株式等） 　　普通株式   1,849 －

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

完全議決権株式（その他） 　　普通株式  57,303 57,303

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元未満株式 　－ － 　－

発行済株式総数 59,152 － －

総株主の議決権 － 57,303 －

 

②【自己株式等】

 平成21年6月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ウルシステムズ株式会

社　

東京都中央区晴海一丁目

８番10号晴海アイランド

トリトンスクエアオフィ

スタワーＸ棟14階

1,849 － 1,849 3.13

計 － 1,849 － 1,849 3.13

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月

最高（円） 23,900 24,200 31,800

最低（円） 18,210 19,110 21,000

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

EDINET提出書類

ウルシステムズ株式会社(E05521)

四半期報告書

17/40



３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

(1）当社の前四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の当四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 

(3）当第1四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成21年４

月１日から平成21年６月30日まで）から四半期連結財務諸表を作成していないため、以下に掲げる四半期損益計算

書及び四半期キャッシュ・フロー計算書については、前年同四半期との対比は行っておりません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、

当第1四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表については、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビュー

を受けております。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年7月1日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。 

　

 

３．四半期連結財務諸表について

 当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

 

 

 

 

 

EDINET提出書類

ウルシステムズ株式会社(E05521)

四半期報告書

19/40



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

売上高 343,214

売上原価 ※1
 250,098

売上総利益 93,116

販売費及び一般管理費 ※2
 158,153

営業損失（△） △65,036

営業外収益

受取利息 31

有価証券利息 944

還付消費税等 313

その他 18

営業外収益合計 1,308

営業外費用

自己株式取得付随費用 1,329

その他 39

営業外費用合計 1,369

経常損失（△） △65,097

特別利益

新株予約権戻入益 1,475

特別利益合計 1,475

特別損失

固定資産除却損 449

特別損失合計 449

税金等調整前四半期純損失（△） △64,070

法人税等 ※3
 △18,123

少数株主損失（△） △9,082

四半期純損失（△） △36,864
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（２）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △64,070

減価償却費 10,703

のれん償却額 944

株式報酬費用 1,865

新株予約権戻入益 △1,475

賞与引当金の増減額（△は減少） △41,194

品質保証引当金の増減額（△は減少） 9,277

受注損失引当金の増減額（△は減少） 21,610

受取利息 △31

有価証券利息 △944

固定資産除却損 449

売上債権の増減額（△は増加） 415,456

たな卸資産の増減額（△は増加） △79,953

その他の資産の増減額（△は増加） 8,379

未払金の増減額（△は減少） △4,950

未払費用の増減額（△は減少） 5,686

その他の負債の増減額（△は減少） 26,961

小計 308,715

利息及び配当金の受取額 976

法人税等の支払額 △72

営業活動によるキャッシュ・フロー 309,618

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,515

無形固定資産の取得による支出 △114

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,629

財務活動によるキャッシュ・フロー

ストックオプションの行使による収入 160

自己株式の取得による支出 △13,682

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,522

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 293,466

現金及び現金同等物の期首残高 1,339,669

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,633,135
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※1.売上原価に含まれる受注プロジェクト損失引当金繰入額は、21,610千円です。

　

※2.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当 38,802千円

賞与引当金繰入額 7,328千円

　

※3. 当第1四半期連結累計期間に係る法人税、住民税及び

　事業税及び法人税等調整額は、一括して法人税等に含めて記載しております。 

 

次へ
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年6月30日現在）

現金及び預金 1,133,693千円　　　

有価証券 499,442千円

現金及び現金同等物 1,633,135千円　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年4月1日　至平成20年6月30日）　

 
コンサルティン
グ事業
（千円）

ソフトウェア事
業

（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 304,680 38,534 343,214 － 343,214

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 304,680 38,534 343,214 － 343,214

営業利益又は営業損失（△） 73,504 △45,370 28,133 (93,170)△65,036

　（注）１．事業区分の方法

　事業は、市場性を考慮した売上集計単位により区分しております。

２．事業区分の内容

事業区分 主要製品

コンサルティング事業
①情報システムに関するコンサルティング・サービス

②情報システムの受託開発サービス　

ソフトウェア事業
①流通業界向けを中心としたソリューション・ツールの開発、販売及び保守

②コマーシャル・オープンソース・ソフトウェアの販売及び導入支援　

※当第1四半期連結会計期間から当社グループが営む事業の名称について、ナレッジベース・ソリューショ

ン事業をコンサルティング事業に、プロダクトベース・ソリューション事業をソフトウェア事業に変更して

います。

 

　３．会計処理方法の変更

　　　　　　（受注制作のソフトウェア開発プロジェクトに係る売上高及び売上原価の計上基準の変更）

当第1四半期連結会計期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）

を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益がコンサルティング事

業で26,123千円増加しております。　

 

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年4月1日　至平成20年6月30日）　

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年4月1日　至平成20年6月30日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △632.01円

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの1株当たり四半期純損失である

ため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額     

四半期純損失（千円）（△） △36,864

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（千円）（△） △36,864

期中平均株式数（株） 58,329

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要
－
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２【その他】

　該当事項はありません。
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３【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,290,305 715,633

売掛金 194,502 549,221

有価証券 697,258 498,967

仕掛品 92,951 24,648

その他 168,971 156,502

貸倒引当金 △222 △222

流動資産合計 2,443,768 1,944,750

固定資産

有形固定資産 ※1
 21,857

※1
 23,890

無形固定資産 5,600 4,735

投資その他の資産

投資有価証券 235,813 211,581

その他 134,988 144,848

投資その他の資産合計 370,802 356,430

固定資産合計 398,260 385,056

資産合計 2,842,028 2,329,806

負債の部

流動負債

未払金 515,927 17,939

未払費用 27,226 20,222

賞与引当金 42,766 43,071

受注損失引当金 5,009 2,582

品質保証引当金 4,891 6,521

その他 51,477 34,798

流動負債合計 647,298 125,133

負債合計 647,298 125,133

純資産の部

株主資本

資本金 814,285 810,285

資本剰余金 1,154,664 1,150,664

利益剰余金 291,016 306,737

自己株式 △59,965 △51,018

株主資本合計 2,200,000 2,216,668

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △5,320 △19,692

評価・換算差額等合計 △5,320 △19,692

新株予約権 50 7,697

純資産合計 2,194,729 2,204,673

負債純資産合計 2,842,028 2,329,806
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 293,744

売上原価 ※1, ※2
 201,570

売上総利益 92,173

販売費及び一般管理費 ※3
 118,625

営業損失（△） △26,451

営業外収益

受取利息 1

有価証券利息 1,164

受取配当金 428

その他 0

営業外収益合計 1,594

営業外費用

株式交付費 24

自己株式取得費用 611

営業外費用合計 635

経常損失（△） △25,493

特別利益

新株予約権戻入益 7,647

特別利益合計 7,647

税引前四半期純損失（△） △17,845

法人税等 ※4
 △7,854

四半期純損失（△） △9,990
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △17,845

減価償却費 2,698

新株予約権戻入益 △7,647

受取利息及び受取配当金 △429

賞与引当金の増減額（△は減少） △304

品質保証引当金の増減額（△は減少） △1,630

受注損失引当金の増減額（△は減少） 2,427

売上債権の増減額（△は増加） 354,718

たな卸資産の増減額（△は増加） △68,302

その他の資産の増減額（△は増加） △1,841

未払金の増減額（△は減少） 283

未払費用の増減額（△は減少） 7,004

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は
減少）

△1,598

その他の負債の増減額（△は減少） 12,833

小計 280,365

利息及び配当金の受取額 429

法人税等の支払額 △1,174

営業活動によるキャッシュ・フロー 279,620

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △257

無形固定資産の取得による支出 △1,273

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,531

財務活動によるキャッシュ・フロー

ストックオプションの行使による収入 8,000

自己株式の取得による支出 △8,946

配当金の支払額 △1,884

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,831

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 275,258

現金及び現金同等物の期首残高 1,214,601

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,489,859
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

    該当事項はありません。

【簡便な会計処理】

　　該当事項はありません。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【追加情報】

　

当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（品質保証引当金に係る会計上の見積もりの変更）

　当社は従来、品質保証引当金の見積もりにつき、過去の実績率に基づき計算した額及び個別に追加原価の発生可能性

を勘案し計算した見積り額を計上しておりましたが、追加原価の発生可能性が低い契約形態の増加、及び内部統制の整

備を進めた結果、個別プロジェクトの追加原価の見積り精度が向上したことから、当第1四半期会計期間より個別プロ

ジェクト毎に追加原価の発生可能性を勘案し計算した見積り額に計上することとしました。この結果、当四半期会計期

間の営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失はそれぞれ1,164千円減少しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成21年６月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

※1. 有形固定資産の減価償却累計額　    113,970千円 ※1. 有形固定資産の減価償却累計額　   111,679千円

　

2.　当社は運転資金の効率的且つ機動的な調達を行うた

　　め、取引銀行と当座貸越契約を締結しています。

　　当第1四半期会計期間末における当座貸越契約

　　に係る借入金未実行残高は次のとおりです。

　

2.  当社は運転資金の効率的且つ機動的な調達を行うた

　　め、取引銀行と当座貸越契約を締結しています。

　　当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金

　　未実行残高は次のとおりです。 

　当座貸越極度額       200,000千円　　　

　借入実行残高 －

　差引額       200,000千円　

　当座貸越極度額        200,000千円　　　

　借入実行残高 －

　差引額        200,000千円　

（四半期損益計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※1.売上原価に含まれる受注損失引当金繰入額は、5,009千円です。

　

※2.期末仕掛品は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、3,724千円の仕掛品評価損が売上原価に含まれていま

す。　

　

※3.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当 34,110千円

賞与引当金繰入額 7,660千円

　

※4. 当第1四半期累計期間に係る法人税、住民税及び

事業税並びに法人税等調整額は、一括して法人税等に含めて記載しております。
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年6月30日現在）

現金及び預金         1,290,305千円　　　

有価証券         697,258千円　　　

償還日までの期間が３カ月超の短期社債        △497,705千円

現金及び現金同等物          1,489,859千円　
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年

６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　59,552株　

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　2,279株

 

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権等　

　　新株予約権等の四半期会計期間末残高　50千円

 

４．配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月25日

定時株主総会
普通株式 5,730 100.00 平成21年３月31日 平成21年６月26日利益剰余金

　

５．株主資本の金額の著しい変動　

　該当事項はありません。
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（有価証券関係）

　当第1四半期会計期間末（平成21年6月30日）　

　満期保有目的の債券で時価のあるものが、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の

末日に比べて著しい変動が認められます。

満期保有目的の債券で時価のあるもの  

 
四半期貸借対照表計上
額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

短期社債 697,258 697,906 647

合計 697,258 697,906 647

 
 

（デリバティブ取引関係）

当第1四半期会計期間末（平成21年6月30日）　

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　当第1四半期会計期間（自平成21年4月1日　至平成21年6月30日）　

　該当事項はありません。 

  

 

（ストック・オプション等関係）

当第1四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

１．ストック・オプションに係る当第１四半期会計期間における権利失効に伴う利益計上額及び科目名

　新株予約権戻入益　7,647千円

 

２．当第１四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容

　該当事項はありません。

 

３.当第１四半期会計期間におけるストック・オプションの条件変更　

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成21年６月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 38,319.62円 １株当たり純資産額 38,339.62円

２．１株当たり四半期純損失金額

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △175.23円

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの1株当たり四半期純損失である

ため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額     

四半期純損失（千円）（△） △9,990

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（千円）（△） △9,990

期中平均株式数（株） 57,015

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式で、前事業年度末から重要な変動があったものの概要
－

EDINET提出書類

ウルシステムズ株式会社(E05521)

四半期報告書

36/40



（重要な後発事象）

当第1四半期会計期間（自平成21年4月1日　至平成21年6月30日）

該当事項はありません。

　　

　

（リース取引関係）

リース取引開始日が平成20年3月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き続き通常の賃貸

借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、リース取引残高に前事業年度末と比べて著しい変動が認

められないため、該当事項はありません。　

 

 

４【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年8月11日

ウルシステムズ株式会社

取締役会　御中

監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 矢野　浩一　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 高橋　正一　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 長塚　弦　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているウルシステムズ株式

会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ウルシステムズ株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」会計処理基準に関する事項の変更（１）に記載さ

れているとおり、会社は当第１四半期連結会計期間から受注制作のソフトウェア開発プロジェクトに係る売上高及び売上

原価の計上基準について変更している。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（※）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年8月12日

ウルシステムズ株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
　
業務執行社員

 公認会計士 矢野　浩一　　印

 
指定有限責任社員
　
業務執行社員

 公認会計士 長塚　弦　　　印

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているウルシステムズ

株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第１０期事業年度の第１四半期会計期間（平成２１年４

月１日から平成２１年６月３０日まで）及び第１四半期累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで）

に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸

表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ウルシステムズ株式会社の平成２１年６月３０日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　

（※）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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